
 

 

 

賃金等請求権の消滅時効の在り方に関する検討会 

開催要綱 

 

１．趣旨・目的 

一般債権の消滅時効については、民法（明治 29 年法律第 89 号）において、

10 年間の消滅時効期間及び使用人の給料に係る債権等の短期消滅時効期間が

定められているところであるが、この規定については、今般、民法の一部を

改正する法律（平成 29 年法律第 44 号。第 193 回国会において成立）によっ

て、消滅時効の期間の統一化や短期消滅時効の廃止等が行われた。 

現行の労働基準法（昭和 22 年法律第 49 号）においては、労働者の保護と

取引の安全の観点から、この民法に定められている消滅時効の特則として賃

金等請求権の消滅時効期間の特例が定められており、今般の民法改正を踏ま

えてその在り方を検討する必要がある。 

このため、「賃金等請求権の消滅時効の在り方に関する検討会」を開催し、

法技術的・実務的な論点整理を行う。 

 

２．検討事項 

本検討会においては、労働基準法第 115 条における賃金等請求権の消滅時

効の在り方について、法技術的・実務的な論点整理を行う。 

 

３．運営 

⑴ 本検討会は、厚生労働省労働基準局長が学識経験者及び実務経験者（別

紙）の参集を求めて開催する。 

⑵ 本検討会においては、必要に応じ、⑴の参集者以外の学識経験者及び実

務経験者等の出席を求めることがある。 

⑶ 本検討会の議事については、別に本検討会において申し合わせた場合を

除き、公開とする。 

⑷ 本検討会の座長は、参集者の互選により選出する。 

⑸ 本検討会の庶務は、厚生労働省労働基準局労働条件政策課において行う。 
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